
・記入年月日、記入者、所属・職名
・所属・職名には、記入者の職名(例：施設長や事務長）を記入
・取込種別は初回は｢1．追加｣で2回目以降は｢2．修正｣を選択。
・被災確認事業所番号は県が入力するため、空欄にしておく。

【1 事業主体概要】 種類、名称、主たる事業所の所在地
・個人、法人を選択する。
＊有料老人ホームの運営は個人ではなく、法人である必要がありますので、個人運営の
場合には、早急に法人化いただく必要があります。

・種類は、株式会社、有限会社、合同会社、社会福祉法人、特定非営利活動法人等を
選択する。

・主たる事業所の所在地は、法人の本社所在地を記入。〒番号も忘れずに記入。
・法人番号は13桁のものです。
※登記簿謄本等に記載されている12桁の「会社法人等番号」ではありません。

【1 事業主体概要】 連絡先
・電話番号、FAX番号を記入。FAXが無い場合は、空欄にしておく。
・ホームページが有る場合は、URLを記入。無い場合は、空欄にしておく。
・メールアドレスを記入。
＊県からの連絡にも使用させていただきますので、常時使用されているアドレスを記入
してください。

【1 事業主体概要】 代表者
・代表者の氏名および役職名（例：代表取締役社長、理事長など）を記入

【1 事業主体概要】 設立年月日、主な実施事業
・設立年月日は、登記事項との整合性を図る。
・主な実施事業については、有料老人ホーム事業にくわえて、法人が運営する事業を記入
例（不動産業、クリニック(医院）、介護保険事業） なお、介護保険事業を記入した場合は、
実施している介護保険事業を、重要事項説明書 別添１の該当するサービスを選択し
実施している事業所名称と住所も別添１に記入する。

記入要領
重要事項説明書記入例 令和３年６月版
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【２ 有料老人ホーム事業の概要】 名称、所在地
・名称、所在地は、設置届に記載した正式名称を記載（情報開示一覧の名称とも合致させる）
・〒番号も忘れずに記入。

【２ 有料老人ホーム事業の概要】 主な利用交通機関
・最寄駅は、モノレール駅、バス停留所名を記入。
・交通手段と所要時間は、最寄駅やバス停、主要な場所からの距離を記入し、徒歩による
所要時間の場合は、道路距離８０ｍを1分として(1分未満は切り上げ）記入。
バスの路線が限定される場合は、バス番号（例 11番安岡宇栄原線 XX停留所下車 徒歩
5分）を含めて記入。
・最寄駅から徒歩圏外の場合は、XX停留所下車 2.5kmと、道路距離のみを記入。
・離島等で、公共交通機関が利用不可の場合は、XX役場から１０ｋｍなどと、目印となる地点
からの距離を記入

【２ 有料老人ホーム事業の概要】 建物の竣工日
・建物の竣工日は、増改築にかかわらず、当初の建物竣工日を記入。

【２ 有料老人ホーム事業の概要】 有料老人ホーム事業の開始日
・ホームの開設日を記入。(予定の場合は、予定日を記入）

【２ 有料老人ホーム事業の概要】 (類型）表示事項
・介護付は、介護付有料老人ホームとして認可された施設のみ選択する。
・介護付有料老人ホームの場合は、介護保険事業者情報も記入
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【３ 建物概要】 土地

・敷地面積は、建築確認済証等で確認して記入。
・建物の部分賃貸等で土地の賃貸契約が無い場合は、空欄にしておく。

【３ 建物概要】 居室の状況
・相部屋ありは、他人同士が２人以上入居する部屋がある場合に該当。天井まで達っしていない
界壁ではない壁や、パーティションで区切られた部屋も相部屋に該当する。
・面積は内法面積。
・区分の「介護居室」「一時介護室」については、住宅型、健康型では該当しない。介護付有料
老人ホームにおいて使用する区分。

【３ 建物概要】 建物

・延べ床面積は、建築確認済証等で確認して記入。
・耐火構造、構造は建築確認済証、建物設計書等で確認して記入
・建物の部分賃貸等で土地の賃貸契約が無い場合は、空欄にしておく。
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【３ 建物概要】 共用施設
・数記入において、ゼロの場合は０を記入。
・便所の男女を区分している場合は「うち男女別の対応が可能な便房」の数を記入

・共用浴室の個室は、居室内にユニットバス等を設置した居室がある場合には、
該当数(居室数）を記入。

・入居者や家族が利用できる調理施設は、居室内のミニキッチン等ではなく、共用
施設内にて、対応可能な調理設備の「あり」「なし」を選択。

・その他には、入居者が利用可能な共有設備を記入。（例：サークル室、機能訓練室、
シアタールーム）
ただし、利用に費用のかかる施設や外部の方も利用可能な施設については、
景品表示法指定告示に従って、その旨を付記すること。

【３ 建物概要】 消防用施設等
・「自動火災報知設備」は、火災により発生する熱や煙を自動的に感知し、受信機、
音響装置等を鳴動させて建物内に火災が発生したことを知らせることにより避難と
初期消火を促す設備。
当設備は、消防へ通報機能を有していない装置のため、消防への通報装置は、
火災通報装置の「あり」「なし」を選択すること。
・「火災通報設備」は、施設から消防への直通の通報装置。
職員がボタンを押したり、受話器を取り上げたりすることにより消防に通報される設備と、
人を介さないで、 「自動火災報知設備」と連動した、自動火災報知設備がある。

＊スプリンクラーと連動した「自動火災報知設備」は、既存建物であっても、平成30年4月1日
以降は設備必須となります。

・防火管理者は、防火管理責任者の「あり」、「なし」を選択。
・防災計画は、防火管理責任者が作成した防災計画の「あり」、「なし」を選択。
ただし、入居者、職員を含め10名未満の施設で、防火管理責任者が必須でない場合
において、防火管理責任者以外の者が防災計画を作成した場合も「あり」とする。
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【４ サービスの内容 (全体の方針）】 運営に関する方針、サービスの提供内容に関する特色
・ 入居希望者、ご家族へのアピールとなる箇所ですので、ホームの方針、提供サービスの
特色を自由に記入する。
記入内容は、届出書類の施設の運営方針（自由様式）の内容を齟齬がないようにすること。

【４ サービスの内容 (個別サービスの提供主体）】
・ 各サービスの提供主体を選択する

*重要事項説明書の別添２(有料老人ホーム・サービス付き高齢者住宅が提供する
サービスの一覧表）と齟齬がないようにすること。
「自ら実施」：施設自身が提供する場合
「委託」：業者等に委託する場合。例：清掃や食事の提供を外部業者に委託している場合
「なし」：提供しない場合

【４ サービスの内容 (介護サービスの内容）】
・ 介護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）の記入項目。
住宅型、健康型は記載不可です。未記入のままにしてください。

【４ サービスの内容 (医療連携の内容）】
・ 協力（提携）医療機関、協力(提携）歯科医療機関がある場合は、協力内容を
取り決めて記入する。

・診療科目が複数ある場合、協力科目をその中から記載する。
※診療科目と協力科目が、同じ場合は、同上と記載してもよい。
＊管理規程、入居契約書にて、医療機関連携を明記している場合には、提携先を
必ず記入すること。

【４ サービスの内容 (医療支援）】
・ ホームとして入居者に行う医療支援の該当項目を選択する。(複数選択可能）
費用が発生する場合は、 *重要事項説明書の別添２(有料老人ホーム・サービス付き
高齢者住宅が提供するサービスの一覧表）に、金額等を記入すること。
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【４ サービスの内容（入居後に居室を住み替える場合）】
・入居後に居室を住み替える場合（利用中の居室の移動）
一般居室から一次介護居室や介護居室（またはその逆）への住み替えがある場合には、
選択する。
一般居室どうしや、介護居室どうしでの住み替えを行う場合には、３その他を選択して内容を
記入すること。
・入居後に居室を住み替える場合判断記入の内容、手続の内容
住み替えを事業者から入居者に求める場合の条件(基準）および、手続の内容（同意等）
を記入

【４ サービスの内容（入居後に居室を住み替える場合の変更内容等）】

・住み替える場合、変更の可能性のある事項を選択。

【４ サービスの内容（入居に関する要件）】
・入居対象となる者
「情報開示一覧」入居時要件と齟齬がないこと。
・留意事項
入居対象となる者に記載した介護度要件に合致するが、入居をお断りする等の条件が
あれば記載すること。入居後に特定の療養管理や処置が必要となった場合は、一般住宅と
同様に、医療保険を利用して入居を継続できるが、ホームの看護職員で対応出来ない処置
等があれば、入居後のトラブル防止の観点から記入しておくことが望ましい。（入居者は、
外部からの医療を受給できる権利を有することには留意）
また、要介護の者を選択した場合でも、要介護１，２に限定する場合などの条件がれば
ここに記載する。
・契約の解除の内容、事業主体から解約を求める場合、予告期間
該当の条件等を記載。有期限契約の場合は、「契約期間が満了した場合」もここに記入。
事業主体からの解除条件では、ここに記載するのは特徴的な条件であり、他の条件もある
ことが多い。そのような場合には、「等」を付けること。
・体験入居を受け入れる場合には、ありを選択して料金等を記入する
・入居定員
情報開示一覧、重要事項説明書（建物概要(部屋数）、入居者の状況）と整合性をとる
こと。届出内容に合わすこと。
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【５ 職員体制】 職種別の職員数
・有料老人ホームの職員数を記載。
・居宅介護を利用している場合、居宅介護事業所の職員として有料老人ホーム入居者の
介護に従事している場合は、人数にふくめない。有料老人ホーム職員(非常勤）と居宅介護
事業所の職員(非常勤）を兼務している場合は、非常勤人数には1人追加、常勤換算は、
平均的な勤務時間を考慮して換算する。（介護付の場合）
（有料老人ホーム職員として勤務する実人数を正しく表し、あたかも実際より多くの人数が
勤務しているような誤解を与えないように注意する）

・常勤換算人数は、特定施設入居者生活介護（介護付）の場合のみに記入。住宅型、健康型
は記入は必須ではない。
・従業員１人あたりの利用者数 （利用者数／職員数（実人数）合計について、職員数(実人数)
は管理者や事務員なども含めた全ての職員の実人数。利用者数は、現在の入居者数
で、定員ではありません。（住宅型、健康型も記入が必要です）
・外部委託している職種があれば(委託)と追記する。
・新設の場合は、運営開始時の職員配置予定を記入すること。既に運営している場合は、
記入時の職員配置を記入すること。（以下職員関係数についても同様）

【５ 職員体制】 資格を有している介護職員の人数、機能訓練指導員の人数
・職種別の職員数の常勤・非常勤の区分に従って、有資格者の状況を記載する。
・1名で複数の資格を有している場合には、重複した記入を可能とする。
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【５ 職員体制】 夜勤を行う看護・介護職員の人数
・宿直者を除き、夜勤者数と最小時人数を記入。最小時人数は、夜勤帯でもっとも手薄になる
時間帯の職員数を記入する。例では4人の夜勤者でひとりづつ休憩を取るとし、最少時人数
が3人となっている。2人の休憩時間帯が重なる場合は、最小時人数は2人となる。

【５ 職員体制】 夜勤を行う看護・介護職員の人数
・ 介護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）の記入項目。
住宅型、健康型は記載不可です。未記入にしてください。

【５ 職員体制】 職員の状況
・ 管理者
有料老人ホーム管理者について、専任か兼任か。有している資格を記入

・各職種職員についての昨年度の退職、採用状況を記入。
・各職種職員についての経験人数を記入。
＊職種別の職員数と齟齬がないように注意すること。
・従業員の健康診断
定期的な健康診断を実施している場合にはありを選択。
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【６ 利用料金】 利用料金の支払い方法
・居住の形態：入居後の部屋移動がある場合など、多くの有料老人ホームの場合は、「利用権
方式」となる。
施設の状況に応じて記入すること。
・入院等による不在時の取り扱い：長期不在時の減額について有無と内容を記入する。
・利用料金の改定：入居契約書の規程と整合性を図ること。

【６ 利用料金】 利用料金のプラン
・プラン：代表的なプランを２つ、事業者側で選定して記入する。3プラン以上記入する必要は
ない。 他にプランがあっても、ここでは代表的な2プランのみを記載刷ること。
・入居時点で必要な費用：前払金には、入居一時金や介護一時金、健康管理一時金など
複数の費用が含まれるホームもある。この場合は景品表示法上、本項目内で金額を
書き分ける必要がある。
・利用料金プランが一つしかない場合は、プラン１のみの記入でよい。
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【６ 利用料金】 利用料金の算定根拠
・家賃：家賃の原価構成を記入する。
・介護費用：要介護者等の介護費用、自立者への介護サービス費用について、
景品表示法指定告示に従って記入する。
・管理費：使途を記入する。景品表示法指定告示に従ってすべて記入し、「等」で括らないこと。
・その他：例示されている費用以外に月額で受領する費用があれば記入する。

【６ 利用料金】 前払い金の受領
前払い金を受領していない場合は、記入不要
・前払金の受領：家賃の算定根拠は老人福祉法、介護サービス費用は景品表示法指定
告示にそれぞれ従う。
・算定根拠：老人福祉法に基づき算定根拠を概括記載する。なお、居室のタイプ等によって
金額に幅がある場合は、欄内で金額の範囲を書き分けることも可能。
・想定居住期間」「初期償却額」「初期償却率」 契約方式によって異なる場合は欄内で書き
分けることも可能。
・償却の開始日： 老人福祉法施行規則に従い「入居日の翌日」とする。
※上記について詳細の書き分けを行わない場合は、重要事項説明書に料金表を添付
するなどし、消費者との取引条件をすべて明らかにする必要性が高い。

・返還金の算定方法」 老人福祉法施行規則に従って記入する。
・前払金の保全先： 該当項目を選択する。該当がない場合は、その他を選択し、名称を記

入する。

【６ 利用料金】 特定施設入居者生活介護に関する利用料金の算定根拠
・ 介護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）の記入項目。
住宅型、健康型は記載不可です。未記入にする。
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【７ 入居者の状況】 入居者の人数
・冒頭に期した期日時点での入居者状況を記入する。各項目別の合計人数の整合性を
図ること。

【７ 入居者の状況】 入居者の属性
・入院などで、一時的に施設不在になっているが、居室を確保している者も、入居者人数に
含める。
・平均年齢：小数点1桁で記入
・入居率：入居者数の合計を定員で除した割合。小数点以下四捨五入で記入。

【７ 入居者の状況】 前年度における退去者の状況
・すべての入居契約終了者の状況について記入した上で、事業主体、入居者双方から
入居契約を解除した理由を記入する。
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【８ 苦情・事故等に関する窓口】 利用者からの苦情に対応する窓口等の状況
・苦情処理細則との整合性を図ること。
・複数の窓口がある場合は、すべて記入

【８ 苦情・事故等に関する窓口】 利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の
実施状況等

・あり、なしは、該当する方を、選択する。
・それぞれについて直近で実施した内容について記入する。

・意見箱により利用者の意見を把握している場合は、あり、を選択し、実施日については
「意見箱を常時設置している」等、記入する。

【８ 苦情・事故等に関する窓口】 サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応
・損害賠償責任保険の加入状況等を記入する。
・あり、なしは、該当する方を、選択する

【９ 苦情・事故等に関する窓口】 入居希望者への事前の情報開示
・契約前の入居希望者への開示状況の該当箇所を選択する。
・入居希望者に公開：法人、施設のHP等で、公開している場合（入居希望者に開示と同意）
・入居希望者に交付：希望者からの請求を受けた場合にのみ、しかるべき方法で交付する場合

＊情報開示一覧は既に県HPにて公開している。重要事項説明書も県HPで公開できるように
進めている。



記入要領

【１０ その他】 運営懇談会
・運営懇談会の「あり」「なし」を選択する。
・「あり」の場合は、頻度を記入すること。
・代替装置：入居定員9名以下の小規模施設で、入居者家族が施設に頻繁に訪問されて、
有料老人ホーム職員や管理者との会話や連絡の体制が確保されている場合は、個々の
会話内容を記録することにより、運営懇談会の代替とできることとする。（「設置運営指導指針
８（８）運営懇談会の設置からの解釈）

【１０ その他】 提携ホームへの移行
・同一設置者の運営や提携の介護付有料老人ホームに住み替えて、特定施設入居者生活
介護を利用することができる場合には、「あり」を選択する。

【１０ その他】 届出関係
・老人福祉法第29条第1項に関する届出：届出済みである場合には、「届出あり」を選択する。
・高齢者の居住の安定確保に関する法律第5条第1項：サービス付き高齢者住宅として登録
している場合は、「登録あり」に、そうではない場合（「介護付」「住宅型」「健康型」有料老人ホーム
である場合は、「登録なし」選択する。

【１０ その他】 指導指針との合致しない事項（規模および構造）
・相部屋、面積等で指導指針に適合しない事項があれば「不適合事項あり」を選択する。
不適合事項について、以下の内容を記入する。
・居室が個室ではない(全室・居室の一部・準個室あり)
※準個室…2床室を天井まで達した壁で仕切り、扉を設けて出入りを可能にしている(可動の壁等)
・一般居室が1人当たり床面積が１０．６５㎡未満（全室・居室の一部）
・消防法等に定める設備等の設置なし（スプリンクラー全室、自動火災報知設備、火災通報装置）

・既存建物の場合は、既存建物の特例に適合しているか否かを選択する。

【１０ その他】 指導指針の不適合事項
・県からの立入検査等での指摘事項の有無および改善状況を選択する。

1，2の場合には、指摘事項を記載する。指摘事項の例は以下。
届出（変更届等含む）、定員超過、職員研修、職員健康診断、身体拘束、個人情報管理、
避難訓練（防火管理者）、 緊急連絡対策(マニュアル等）、非常災害対策、運営懇談会、
食事サービス、介護保険サービスとの職員兼務、 健康管理サービス（服薬管理）、
医療行為、金銭管理、苦情対応、事故対応、 衛生管理、 契約内容等、広告表示

入居者への重要事項説明済み署名
・入居者に説明が済めば、署名を受けること。



記入要領

【別添１】 設置者が沖縄県内で実施する他の介護サービス

・該当するサービスがあり、「有」を選択した場合には、事業所名称と
事業所所在地を必ず記入すること。
※併設・・・施設と同一建物内に事業所がある場合
※隣接・・・同一及び隣接する敷地内、道路等を挟んで隣接する敷地にある場合



記入要領

【別添２】 有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅
が提供するサービスの一覧表

・特定施設入居者生活介護（地域密着型・介護予防を含
む）の指定の有無
住宅型、健康型有料老人ホームは、「無」になる。

住宅型、健康型で提供するサービスは、介護保険対象外
となり、全額利用者負担となる。
サービスが「有」の場合は、以下に注意して記入する

※２ 各種サービスの費用が、月額のサービス費用に包含さ
れる場合と、サービス利用の都度払いによる場合に応じ
て、該当する欄に記入する。

※３ 都度払いの場合は、１回あたりの金額など、単位を明確
にして記入する。

※４ 備考欄には、サービスの範囲や条件を明確に記入する。

※記入忘れに注意してください！！


